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研究成果の概要（和文）： 
 本研究課題に対して我々は、近年の経営学における各研究領域で検討がなされている実践的
転回を検討してきた。組織、戦略、企業家、マーケティング、技術、管理など、様々な研究領
域に現れている実践アプローチは、共通して従来の認知的アプローチが陥った理論的・方法論
的困難を乗り越えようとする目的がある。我々は、この研究テーマを理論的検討と経験的調査
の両面から探求してきた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 We had studied the practice turn which recently discussed in the various research 
areas around in business administration. The practice approaches for organization, 
strategy, entrepreneurship, marketing, technology, management and so on are commonly 
aim to overcome the theoretical and methodological problem which are entailed to 
before cognitive approach for them. We have inquired this research theme into both 
theoretical discussion and empirical research. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2009 年度 3,600,000 1,080,000 4,680,000 
2010 年度 4,300,000 1,290,000 5,590,000 
2011 年度 4,100,000 1,230,000 5,330,000 
2012 年度 2,300,000 690,000 2,990,000 

総 計 14,300,000 4,290,000 18,590,000 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経営学・経営学 
キーワード：実践アプローチ 経営学方法論 経験的調査 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究が着目する実践（practice）アプロ
ーチは、世界的には 2000 年を境に経営学の
各研究領域で本格的に取り組まれ始めた研
究テーマであり、構造と行為の二重性、差異
と秩序の同時性、主体的意味と支配的関係の
不可分性などに着目した理論構築を目指す。
例えば、近年の代表的な文献としては、組織
論では Feldman and Pentland（2003）、制
度派組織論では Lawrence and Suddaby

（2006）、戦略論では Wittington（2006）、
技術論では Dougherty（1992；2004）や
Orlikowski（2000）、企業家研究では Steyaert
（2007）、マーケティング論では Holt（1995）
や Hirschman ed.（1999）等が実践アプロー
チへの転換を宣言している。 
 実践アプローチが目指すのは、従来型のミ
クロ−マクロ、主観−客観という対立図式とい
う、経営学において古くから議論されてきた
理論的課題の克服にある。とりわけ、この古
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典的な理論的課題に対して、主体への注目の
下で認知的転回を目指した従来の研究が、結
果的に陥った理論的困難を乗り越えること
が、実践アプローチを標榜する各研究者に共
通した問題意識である。 
 具体的には、組織論において、その中心的
概念であるルーティンや制度の認知的側面
に注目しながらも、ルーティンや制度を安定
的な性質をもった客体として捉えたままで
あったことから、ルーティンや制度の遂行的
側面や変化を捉えられなくなった｢埋め込ま
れたエージェンシーのパラドクス（Seo and 
Creed, 2002）｣を生み出した。同様に、戦略
が実行されるプロセスに注目しながらも、実
行されるべき戦略を所与のものとして論じ
てきたプロセス戦略論（Mintzberg, 1994）
や、企業家がとる行動に注目しながらも、実
際にはシュムペーターに根ざした予定調和
のビッグストーリーを変奏してきた企業家
研究（Parren and Jennings, 2005）のよう
に、実践アプローチは、認知的転回を目指し
た研究が、結果として陥った理論的課題を乗
り越えようとする。 
 しかし、実践アプローチへのパラダイム転
換は一足飛びに達成されるものではない。こ
れまでの萌芽的な議論が、様々な形で批判さ
れてきたのも確かである。例えば、実践の変
化や遂行プロセスをより上位の制度やルー
ティンから説明してしまう循環論的な理論
的先祖返り（Mutch, 2007）、戦略が構成され
る実践への着目とミクロな視点を混同する
ことによるマクロ現象の看過（Johanson, 
Landley, Meling and Whittington, 2007）、
技術の社会構成主義を乗り越えようとしな
がら、物質性に着目することによって客観的
な実在を前提とする技術決定論（Hanseth, 
Aanestad and Berg, 2004）は、認知的転回
が陥ってきた課題の克服を目指す余り、主観
−客観の対立図式の下でこんどは客観性に逆
行し、あるいは過剰に主観性を強調するとい
う理論的課題を抱えていた。 
実践的転回を伴うこれらの理論的困難は、

それぞれの研究領域で異なるが、共通する点
も多い。それゆえに、実践アプローチが共通
して抱える理論的困難に対して、研究領域を
超えた検討によって、体系的なパラダイムの
転換を図る必要性が指摘されている。 
  
２．研究の目的 
 「１．研究開始当初の背景」で示した理論
的背景の下で、本研究では経営学の萌芽的パ
ラダイムである実践アプローチを、(1)経営学
における個別の研究領域の垣根を越えた理
論的検討を行うと共に、(2)このパラダムが拓
くリサーチ・アジェンダに対する経験的研究
を、(3)方法論的課題とともに取り組むことを
目的としている。 

 まず、(1)現在の実践アプローチが共通して
抱える理論的困難に対して、研究領域を超え
た学説史的検討を通じて、体系的なパラダイ
ムの転換が図られると考えられる。次に、実
践アプローチへの転換は、理論的のみに挑ま
れるものではない。世界的にも実践的転回を
目指す諸研究に関して言えば、具体的なエビ
デンスを伴った経験的研究が乏しく、そのこ
とが理論的発展の障害にもなっている。 
 それゆえ本研究では、(2)理論的には各研究
領域相互の垣根を越えることを目指しつつ、
個別の研究領域において決定的なリサー
チ・アジェンダを見いだし、これを経験的デ
ータと付き合わせて具体的に検討してきた。 
 最後に、(3)各研究領域での経験的研究の実
施に際しては、方法論的検討が不可欠になる。
これは一般論ではなく、とりわけ実践アプロ
ーチが従来の認知的転回が陥った理論的課
題を乗り越える際に、避けることは出来ない
課題である。ミクロに着目しつつもマクロを
上書きし、主体の主観に訴えつつも分析的に
客観的な実在を置いてきたという、先行研究
が陥って生きた分析的課題でもあり、この課
題に取り組むためには方法論的検討が必要
になる。既に実践的転回を目指す諸研究では、
この課題について模索され始めている。例え
ば、社会構成主義を乗り越えた関係論的構成
主義（Fletcher, 2006）、言説分析の可能性
（Philips, 2003）、調査を通じた分析者によ
る政治的関与への自覚（ Gubrium and 
Silverman, 1989）が提唱されてきた。本研
究でも、これら新たな方法論を踏まえた経験
的研究を実施する。 
 
３．研究の方法 
 本研究は「２．研究の目的」で示したよう
に、(1)個別の研究領域の垣根を越えた実践ア
プローチの理論的検討、(2)個別の研究領域に
おいて切り開かれるリサーチ・アジェンダに
基づいた経験的研究、(3)経験的研究に必要と
なる方法論的検討を、研究期間内に達成する
三本柱として位置づけている。 
 より具体的な方法としては、まず(1)実践ア
プローチの理論的検討は、最終的には個別の
研究領域を超えた枠組みを示すために、個別
の研究領域の文脈を知る事が必要となる。そ
のために、組織論、戦略論、マーケティング
論、技術論、知識経営、企業家研究、中小企
業研究、市場研究、イノベーション論、人的
資源管理論を専門とする研究代表者および
各研究分担者、研究協力者が、個別の研究領
域を深く検討した。ただし、個別の研究領域
の検討だけでは、先行研究の問題点に気づく
ことは困難である。そのため他の研究領域で
議論されている知見を相互に取り入れるこ
とで全体としても体系化され、個別の領域で
もより精緻化された議論が展開されると考



 

 

えられる。この理論的検討のために、定期的
な研究会を開催した。 
 次に、(2)取り組むべきリサーチ・アジェン
ダの明確化と経験的研究の実施である。上記
の研究会を経て精緻化されたリサーチ・アジ
ェンダに基づき、各研究分担者がそれぞれに
経験的研究を実施した。 
 最後に、(3)これらの経験的研究の実施と併
せて、実践的転回を可能とする方法論的検を
行う。「２．研究の目的」で指摘しているよ
うに、先行研究において幾つかの方法論が提
唱されている。本研究課題ではこれらの議論
を踏まえた上で、様々な方法論を検討し、駆
使した経験的研究を実施した。 
 
４．研究成果 
 本研究課題は、平成 21 年度から 24 年度に
かけての、4 年間を研究期間としてきた。以
下、各年度の研究計画に基づいて、本研究の
研究成果を(1)～(10)として挙げておきたい。 
 平成 21 度は「経営学の実践的転回」とい
う研究課題について、(1)経営学の個別領域に
おける実践的転回を理論的に整理・検討する
と同時に、(2)個別の研究領域の垣根を越えた
理論的検討を行った。 
 (1)経営学の個別領域における実践的転回
については、組織論ならびに企業家研究、経
営情報論を対象とした実践的転回にかんす
る理論的な検討の成果が、専門学術誌である
『組織科学』、ならびに『経営学史学会年報』
に査読付き論文として掲載された。また、戦
略論を対象とした予備的な検討の成果が 2本
の紀要に取りまとめられた。マーケティング
研究における実践的転回の予備的検討とし
て、日本商品学会全国大会、ならびに経営戦
略学会研究会においてそれぞれ発表された。
以上の個別領域における研究成果の発表を
通じ、研究分担者である高橋勅徳が日本ベン
チャー学会・清成忠男賞を、松嶋登が日本情
報経営学会・論文賞を受賞した。 
 (2)経営学の個別領域を超えた実践的転回の
理論的の成果は研究代表者である桑田耕太
郎によって、その全体像が専門学術誌である
『組織科学』に公開された。 
 平成 22 年度は「経営学の実践的転回」と
いう研究課題について、(3)経営学の個別領域
における実践的転回を、戦略論、マーケティ
ング研究を重点的な領域として取上げて理
論的に整理・検討し、(4)個別の研究領域の垣
根を越えた理論的検討を行うと同時に、(5)
次年度に重点的な検討領域として取上げる
ことを予定している各領域について予備的
検討を行った。 
 (3)経営学の個別領域における実践的転回
については、戦略論を対象とした実践的転回
にかんする理論的な検討の成果が日本情報
経営学会、Academy of Management Annual 

Meeting 等において、戦略論を対象とした実
践的転回の統轄・総括を担当する高木によっ
てその成果が報告された。また、マーケティ
ング研究を対象とした検討の成果は、リスボ
ンで開催された EGOS Colloquium において、
マーケティング論における実践的転回の総
括・統轄を担当する水越、吉田らによって、
その理論的な検討の成果、ならびに経験的検
討の成果が報告された。 
 (4)経営学の個別領域を超えた実践的転回
の理論的検討に関する成果は、研究代表者で
ある桑田によって、組織学会年次大会におい
て、その予備的検討の結果が報告された。ま
た、8 月に首都大学でマーケティング研究、9
月に沖縄大学で戦略論を対象とした検討に
関する成果を報告する研究会を開催すると
共に、経営学の個別領域を超えた理論的射程
についての検討が行われた。 
 (5)さらに平成 23 年度に重点的な検討領域
として取上げることを予定している領域に
関する予備的検討として、平成 22 年度より
継続して取上げてきた中小企業研究におけ
る実践的転回、ならびに技術論における実践
的転回を対象とした検討が行われた。 
 平成 23 年度は、(6)各研究領域の理論的転
回を踏まえた体系的なパラダイム転換を図
りつつ、(7)個別の研究領域における経験的調
査を推進した。 
 (6)については、前年度より準備を進めてき

た研究領域であるイノベーション論、市場研

究、制度派組織論および中小企業論における

実践アプローチに関する成果報告会を実施し

た。具体的には、制度派組織論および市場研

究、イノベーション研究については、7月に日

本情報経営学会全国大会において各研究グル

ープが研究報告を実施した上で、学会終了後

に研究会を開催し各領域の実践アプローチを

検討した。中小企業論については、3月に明治

大学にて、これまでの研究成果にかんする研

究報告を開催した。以上の研究報告について

は『組織科学』、『日本経営学会誌』、『日

本情報経営学会誌』、『流通研究』、『経営

と制度』に査読付き論文として掲載された。 
 (7)については、技術論、知識経営、中小企

業論、制度派組織論の研究領域に於いて、実

践論的転回に基づくリサーチ・アジェンダの

提示および経験的検討が実施され、『日本情

報経営学会誌』、『国民経済雑誌』など専門

学術誌において論文が掲載されるだけでなく

、各校の紀要およびリサーチペーパーにおい

て論文が発刊された。 
プロジェクト最終年度となる平成24年度は

当初の予定通り、(8)経営学各研究領域の実践

論的転回に関する研究会を行い、(9)これまで

の検討内容を学会等での報告や論文投稿を行



 

 

い、(10)新たに得た調査機会に対してフィー

ルドワークを実施した。 
(8)については、9月に名古屋大学にて、人

的資源管理論における実践アプローチに関す

る成果報告会を実施した。また、2月には北海

道情報大学にて、制度派組織論およびマーケ

ティングにおける実践論的転回に関する研究

会を実施し、個別の研究領域における実践論

的転回に関する理解を深めた。さらに最終年

度であることを踏まえ、3月には首都大学東京

にて、これまでの研究成果を体系的に取りま

とめるための研究会を臨時に開催し、とりわ

け技術論、戦略論、企業家研究における実践

論的アプローチを中心に、書籍刊行に向けて

原稿を持ち寄って具体的な検討を行った。 
 (9)については、これまでの研究期間で実施

されてきた研究成果が、『日本情報経営学会

誌』、『国民経済雑誌』、『季刊マーケティ

ング・ジャーナル』等の専門学術誌に査読付

き論文として掲載されただけでなく、各大学

の紀要で発表された。さらに、Academy of 
Innovation and Entrepreneurship、the 30th 
Standing Conference on Organizational 
Symbolism、日本情報経営学会、日本経営学

史学会、日本ベンチャー学会等で学会報告が実

施され、経営学の全領域にわたって、国内外に

研究成果が発信された。 
(10)については、大型放射光施設Spring-8

を擁する理化学研究所・播磨研究所を訪ね、

聞き取り調査を行った。また、同機関が開催

する各種シンポジウムにも積極的に参加し、

ビックサイエンスに携わる科学者や様々な利

害関係者を組織化する実践を検討してきた。

これらの内容は、2月研究会でも集中的に議論

され、今後の研究計画を記したワーキングペ

ーパーとして公刊された。 
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